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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,108,989 ※ 固定負債 1,388,374

有形固定資産 2,447,967 ※ 地方債 1,258,495
事業用資産 1,293,279 ※ 長期未払金 11,506

土地 872,341 退職手当引当金 90,696
立木竹 803 損失補償等引当金 1,430
建物 1,059,324 その他 26,247
建物減価償却累計額 △ 667,861 流動負債 172,193
工作物 51,835 1年内償還予定地方債 141,878
工作物減価償却累計額 △ 33,106 未払金 3,118
船舶 727 未払費用 -
船舶減価償却累計額 △ 665 前受金 -
浮標等 59 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 △ 17 賞与等引当金 10,758
航空機 3,075 預り金 13,727
航空機減価償却累計額 △ 2,283 その他 2,712
その他 - 1,560,568 ※

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 9,048 固定資産等形成分 3,181,211

インフラ資産 1,137,321 余剰分（不足分） △ 1,522,739
土地 794,966
建物 31,750
建物減価償却累計額 △ 17,364
工作物 741,894
工作物減価償却累計額 △ 424,026
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 10,101

物品 31,767
物品減価償却累計額 △ 14,399

無形固定資産 3,426
ソフトウェア 3,356
その他 70

投資その他の資産 657,596 ※

投資及び出資金 389,710
有価証券 3,120
出資金 110,726
その他 275,864

投資損失引当金 -
長期延滞債権 7,929
長期貸付金 33,546
基金 227,165

減債基金 180,060
その他 47,105

その他 -
徴収不能引当金 △ 755

流動資産 110,051
現金預金 32,646
未収金 5,183
短期貸付金 3,817
基金 68,405

財政調整基金 36,870
減債基金 31,535

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 1,658,472

3,219,039 ※ 3,219,039 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

Ⅰ　一般会計等財務書類
　　１．財務書類４表（一般会計等）

(1) 一般会計等貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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（単位：百万円）

経常費用 852,768
業務費用 328,004

人件費 147,743
職員給与費 120,235
賞与等引当金繰入額 10,758
退職手当引当金繰入額 9,169
その他 7,581

物件費等 165,372 ※

物件費 108,127
維持補修費 17,125
減価償却費 40,119
その他 -

その他の業務費用 14,889 ※

支払利息 10,684
徴収不能引当金繰入額 636
その他 3,570

移転費用 524,764
補助金等 247,582
社会保障給付 232,095
他会計への繰出金 43,253
その他 1,834

経常収益 47,632
使用料及び手数料 23,466
その他 24,166

純経常行政コスト 805,136
臨時損失 1,039

災害復旧事業費 153
資産除売却損 270
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 616
その他 -

臨時利益 2,850 ※

資産売却益 1,010
その他 1,839

純行政コスト 803,325

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(2)　一般会計等行政コスト計算書
自　令和２年４月１日

至　令和３年３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 1,619,780 3,156,481 △ 1,536,701

純行政コスト（△） △ 803,325 △ 803,325

財源 840,369 ※ 840,369 ※

税収等 443,879 443,879

国県等補助金 396,489 396,489

本年度差額 37,043 ※ 37,043 ※

固定資産等の変動（内部変動） 23,081 ※ △ 23,081 ※

有形固定資産等の増加 54,668 △ 54,668

有形固定資産等の減少 △ 42,837 42,837

貸付金・基金等の増加 333,819 △ 333,819

貸付金・基金等の減少 △ 322,570 322,570

資産評価差額 5 5

無償所管換等 1,643 1,643

その他 - - -

本年度純資産変動額 38,692 ※ 24,730 ※ 13,962

本年度末純資産残高 1,658,472 3,181,211 △ 1,522,739

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(3)　一般会計等純資産変動計算書
自　令和２年４月１日

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 813,024 ※

業務費用支出 288,260 ※

人件費支出 149,085
物件費等支出 125,252
支払利息支出 10,684
その他の支出 3,238

移転費用支出 524,764
補助金等支出 247,582
社会保障給付支出 232,095
他会計への繰出支出 43,253
その他の支出 1,834

業務収入 859,021
税収等収入 443,879
国県等補助金収入 370,817
使用料及び手数料収入 23,466
その他の収入 20,859

臨時支出 153
災害復旧事業費支出 153
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 45,844
【投資活動収支】

投資活動支出 388,486
公共施設等整備費支出 54,668
基金積立金支出 56,611
投資及び出資金支出 3,853
貸付金支出 273,354
その他の支出 -

投資活動収入 356,495
国県等補助金収入 25,672
基金取崩収入 46,363
貸付金元金回収収入 280,992
資産売却収入 3,458
その他の収入 10

投資活動収支 △ 31,991
【財務活動収支】

財務活動支出 153,241
地方債償還支出 151,385
その他の支出 1,856

財務活動収入 142,879
地方債発行収入 142,879
その他の収入 -

財務活動収支 △ 10,362
3,490 ※

13,750
17,240

前年度末歳計外現金残高 14,950
本年度歳計外現金増減額 456
本年度末歳計外現金残高 15,405 ※

本年度末現金預金残高 32,646 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(4)　一般会計等資金収支計算書
自　令和２年４月１日

至　令和３年３月３１日

前年度末資金残高
本年度末資金残高

科目 金額

本年度資金収支額

-4-



２ 注記（一般会計等） 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………………………………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの……………再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………………再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの…………………取得原価 

取得原価が不明なもの…………………………再調達原価 
 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券…………………………該当ありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    過去 5 年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規

定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担額をもとに計上しています。 

④ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、

それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

    なお、現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 資本的支出と修繕費の区分基準 

     資本的支出と修繕費の区分基準については、起債対象とならないものや通常の維持管理であるもの、

固定資産の取得価額等が３００万円未満であるときには、原則として修繕費として処理しています。 

② 物品の計上基準 

     物品については、取得価額又は見積価格が１００万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産とし

て計上しています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

  該当ありません。 
 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

   伊都土地区画整理事業が収束したため、令和２年度をもって伊都土地区画整理事業特別会計は廃止とな

ります。 
 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

    他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

    １4 件  ４3 百万円（会計年度末における訴訟金額） 

 

５．追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

伊都土地区画整理事業特別会計 

香椎駅周辺土地区画整理事業特別会計 

公共用地先行取得事業特別会計 

市立病院機構病院事業債管理特別会計 

市債管理特別会計 

② 一般会計等の対象範囲のうち、市立病院機構病院事業債管理特別会計については、普通会計の対象範

囲には含まれません。 

③ 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

④ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

 

 

 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額  ５８，９８８百万円 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

－ － 9.7% 107.1%

損失補償等引当金計上額 貸借対照表未計上額

福岡県信用保証協会 － 876百万円 6,368百万円 7,244百万円

(公財)福岡市教育振興会 － 554百万円 － 554百万円

計 － 1,430百万円 6,368百万円 7,798百万円

団体（会計）名 確定債務額
履行すべき額が確定していない損失補償債務等

総額
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（２）貸借対照表に係る事項 

  ① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

  ア 範囲 

    売却が既に決定している又は売却が予定されている資産 

 イ 内訳 

    土地    ３，２９３百万円 

    建物       ４９百万円 

② 基金借入金（繰替運用）の内容 

      会計年度末における基金借入金（繰替運用）はありません。 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模                    ４２７，４９２百万円 

      算入公債費等の額                   ５９，２３５百万円 

      将来負担額                   １，７９９，５４４百万円 

      充当可能基金                    ２９５，５１１百万円 

      充当可能特定歳入                  ２６６，１１０百万円 

      基準財政需要額算入見込額              ８４３，４８８百万円 

④ 自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額   

７７２百万円 

 

（３）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

     固定資産の額に流動資産における基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

     純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

 （４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支   ３４，４８４百万円 

② 一時借入金 

 資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

 なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

  一時借入金の限度額     ２００，０００百万円 

  一時借入金に係る利子額        １２百万円 

 

６．その他 

（１）市債管理特別会計について 

   市債の借入（借入経費を含む。）、償還（支払利息及び償還諸費を含む。）及び事務経費の処理について 

は、全会計において、整理会計である市債管理特別会計を通じて行っていますが、本財務書類では、会計 

ごとの資産負債残高、損益及び資金の流れを明確にするために、その金額を市債管理特別会計ではなく、 

各会計の財務書類に計上しています。 
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,487,778 ※ 固定負債 2,417,034

有形固定資産 3,988,108 ※ 地方債等 1,971,238
事業用資産 1,765,066 ※ 長期未払金 11,541

土地 967,919 退職手当引当金 100,694
土地減損損失累計額 - 損失補償等引当金 1,430
立木竹 803 その他 332,131
立木竹減損損失累計額 - 流動負債 289,789 ※

建物 1,251,703 1年内償還予定地方債等 225,294
建物減価償却累計額 △ 782,947 未払金 29,549
建物減損損失累計額 - 未払費用 -
工作物 568,427 前受金 3,761
工作物減価償却累計額 △ 287,746 前受収益 -
工作物減損損失累計額 - 賞与等引当金 12,036
船舶 3,051 預り金 16,137
船舶減価償却累計額 △ 2,482 その他 3,011
船舶減損損失累計額 - 2,706,823
浮標等 59 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 △ 17 固定資産等形成分 4,567,701
浮標等減損損失累計額 - 余剰分（不足分） △ 2,542,313
航空機 3,075
航空機減価償却累計額 △ 2,283
航空機減損損失累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 45,505

インフラ資産 2,106,797 ※

土地 870,279
土地減損損失累計額 -
建物 99,296
建物減価償却累計額 △ 58,748
建物減損損失累計額 -
工作物 2,284,885
工作物減価償却累計額 △ 1,117,677
工作物減損損失累計額 -
その他 1,614
その他減価償却累計額 △ 5
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 27,154

物品 342,016
物品減価償却累計額 △ 225,771
物品減損損失累計額 -

無形固定資産 27,004
ソフトウェア 3,358
その他 23,646

投資その他の資産 472,665 ※

投資及び出資金 149,121
有価証券 3,324
出資金 145,797
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 11,026
長期貸付金 33,546
基金 281,008 ※

減債基金 196,937
その他 84,070

その他 7
徴収不能引当金 △ 2,041

流動資産 244,432 ※

現金預金 96,450
未収金 15,876
短期貸付金 3,817
基金 76,105 ※

財政調整基金 40,476
減債基金 35,630

棚卸資産 50,873
その他 1,529
徴収不能引当金 △ 218

繰延資産 - 2,025,388

4,732,210 4,732,210 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

科目 金額 科目 金額

Ⅱ　全体財務書類
　　１．財務書類４表（全体）

(1)　全体貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）
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（単位：百万円）

経常費用 1,211,012
業務費用 504,274

人件費 162,408
職員給与費 132,578
賞与等引当金繰入額 11,833
退職手当引当金繰入額 9,526
その他 8,471

物件費等 266,621 ※

物件費 146,330
維持補修費 26,391
減価償却費 93,901
その他 -

その他の業務費用 75,245 ※

支払利息 20,774
徴収不能引当金繰入額 1,772
その他 52,698

移転費用 706,738
補助金等 472,357
社会保障給付 232,321
他会計への繰出金 -
その他 2,060

経常収益 211,087
使用料及び手数料 162,928
その他 48,159

純経常行政コスト 999,925
臨時損失 1,099

災害復旧事業費 153
資産除売却損 297
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 616
その他 33

臨時利益 4,163
資産売却益 1,426
その他 2,737

純行政コスト 996,861

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目 金額

(2)　全体行政コスト計算書
自　令和２年４月１日

至　令和３年３月３１日
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 1,971,984 4,549,356 △ 2,577,372

純行政コスト（△） △ 996,861 △ 996,861

財源 1,047,676 1,047,676

税収等 533,454 533,454

国県等補助金 514,222 514,222

本年度差額 50,815 50,815

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 5

無償所管換等 2,573

その他 10

本年度純資産変動額 53,404 ※ 18,345 35,059

本年度末純資産残高 2,025,388 4,567,701 △ 2,542,313

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(3)　全体純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 1,119,441

業務費用支出 412,703 ※

人件費支出 164,218
物件費等支出 175,696
支払利息支出 20,848
その他の支出 51,940

移転費用支出 706,738
補助金等支出 472,357
社会保障給付支出 232,321
他会計への繰出支出 -
その他の支出 2,060

業務収入 1,231,044
税収等収入 527,855
国県等補助金収入 493,727
使用料及び手数料収入 164,019
その他の収入 45,443

臨時支出 186
災害復旧事業費支出 153
その他の支出 33

臨時収入 17
業務活動収支 111,434
【投資活動収支】

投資活動支出 455,747
公共施設等整備費支出 117,814
基金積立金支出 63,263
投資及び出資金支出 1,016
貸付金支出 273,608
その他の支出 46

投資活動収入 375,417
国県等補助金収入 30,347
基金取崩収入 57,730
貸付金元金回収収入 281,246
資産売却収入 4,864
その他の収入 1,230

投資活動収支 △ 80,329 ※

【財務活動収支】
財務活動支出 234,745

地方債償還支出 232,472
その他の支出 2,273

財務活動収入 206,309
地方債発行収入 206,309
その他の収入 -

財務活動収支 △ 28,436
2,669

78,171
80,840

前年度末歳計外現金残高 15,151
本年度歳計外現金増減額 458
本年度末歳計外現金残高 15,609
本年度末現金預金残高 96,450 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

本年度末資金残高

科目 金額

本年度資金収支額

(4)　全体資金収支計算書
自　令和２年４月１日　
至　令和３年３月３１日

前年度末資金残高

-23-



２ 注記（全体） 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………………………………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの……………再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………………再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの…………………取得原価 

取得原価が不明なもの…………………………再調達原価 

なお、モーターボート競走事業会計、下水道事業会計、水道事業会計、工業用水道事業会計及び高速鉄

道事業会計においては、原則、取得原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券…………………………該当ありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 港湾整備事業特別会計 

    地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4 条第 2 項各号に掲げる方法 

② 水道事業会計 

    移動平均法による原価法 

③ 高速鉄道事業会計 

    先入先出法による原価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

ただし、高速鉄道事業会計における車両については、定率法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  ④ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

なお、モーターボート競走事業会計および下水道事業会計においては、リース物件の所有権が借主に移

転するもの以外のファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

 

 

-24-



② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

   履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に 

規定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担額をもとに計上しています。 

④ 賞与等引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい 

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

   なお、現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

  モーターボート競走事業会計、下水道事業会計、水道事業会計、工業用水道事業会計及び高速鉄道事業 

会計については税抜方式、その他の会計は税込方式による会計処理を行っています。 

    

２．重要な会計方針の変更等 

 該当ありません。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

  駐車場特別会計で管理運営している駐車場について、民間への売却及び貸付を行うことが決定したため、 

令和３年度をもって駐車場特別会計は廃止となります。 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 
 

団体(会計)名 確定債務額 
履行すべき額が確定していない損失補償債務等 

総額 
損失補償等引当金計上額 賃借対照表未計上額 

福岡県信用保証協会 — 876 百万円 6,368 百万円 7,244 百万円 

(公財)福岡市教育振興会 — 554 百万円 — 554 百万円 

計 — 1,430 百万円 6,368 百万円 7,798 百万円 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

   １４件   ４３百万円（会計年度末における訴訟金額） 
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５．追加情報 

（１）全体財務書類の対象範囲   全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計、伊都土地区画整理事業特別会計、香椎駅周辺土地 

区画整理事業特別会計、公共用地先行取得事業特別会計、市立病院機構病院事業債管理特別会計、市債管

理特別会計、後期高齢者医療特別会計、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、駐車場特別

会計、集落排水事業特別会計、中央卸売市場特別会計、港湾整備事業特別会計、市営渡船事業特別会計、

モーターボート競走事業会計、下水道事業会計、水道事業会計、工業用水道事業会計、高速鉄道事業会計 

 

 

（２）出納整理期間 

地方自治法２３５条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理 

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、 

出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

６．その他 

（１）市債管理特別会計について 

   市債の借入（借入経費を含む。）、償還（支払利息及び償還諸費を含む。）及び事務経費については、全会 

計において、整理会計である市債管理特別会計を通じて行っていますが、本財務書類では、会計ごとの資 

産負債残高、損益及び資金の流れを明確にするために、その金額を市債管理特別会計ではなく、各会計の 

財務書類に計上しています。 
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,988,198 ※ 固定負債 2,824,360

有形固定資産 4,591,827 ※ 地方債等 2,134,135
事業用資産 1,834,118 ※ 長期未払金 2,325

土地 989,286 退職手当引当金 106,196
土地減損損失累計額 - 損失補償等引当金 876
立木竹 803 その他 580,828
立木竹減損損失累計額 - 流動負債 324,768 ※

建物 1,348,716 1年内償還予定地方債等 247,953
建物減価償却累計額 △ 835,513 未払金 38,561
建物減損損失累計額 - 未払費用 414
工作物 577,576 前受金 3,898
工作物減価償却累計額 △ 293,851 前受収益 87
工作物減損損失累計額 - 賞与等引当金 12,892
船舶 3,051 預り金 17,615
船舶減価償却累計額 △ 2,482 その他 3,350
船舶減損損失累計額 - 3,149,128
浮標等 59 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 △ 17 固定資産等形成分 5,069,220
浮標等減損損失累計額 - 余剰分（不足分） △ 2,957,719
航空機 3,075 他団体出資等分 33,225
航空機減価償却累計額 △ 2,283
航空機減損損失累計額 -
その他 100
その他減価償却累計額 △ 49
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 45,649

インフラ資産 2,633,575
土地 875,332
土地減損損失累計額 -
建物 110,248
建物減価償却累計額 △ 64,485
建物減損損失累計額 -
工作物 2,812,295
工作物減価償却累計額 △ 1,142,380
工作物減損損失累計額 -
その他 22,332
その他減価償却累計額 △ 14,288
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 34,521

物品 375,900
物品減価償却累計額 △ 251,766
物品減損損失累計額 -

無形固定資産 56,758
ソフトウェア 3,816
その他 52,942

投資その他の資産 339,613
投資及び出資金 19,888

有価証券 8,271
出資金 11,617
その他 -

長期延滞債権 11,080
長期貸付金 6,687
基金 301,759

減債基金 196,937
その他 104,822

その他 2,361
徴収不能引当金 △ 2,162

流動資産 305,345 ※

現金預金 146,999
未収金 23,590
短期貸付金 4,517
基金 76,505

財政調整基金 40,875
減債基金 35,630

棚卸資産 50,542
その他 3,559
徴収不能引当金 △ 368

繰延資産 312 2,144,726 ※

5,293,855 5,293,855 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

科目 金額 科目 金額

Ⅲ　連結財務書類
　　１．財務書類４表（連結）

(1)　連結貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）
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（単位：百万円）

経常費用 1,410,418
業務費用 563,106 ※

人件費 180,721 ※

職員給与費 149,009
賞与等引当金繰入額 12,763
退職手当引当金繰入額 10,228
その他 8,722

物件費等 291,045
物件費 146,017
維持補修費 34,744
減価償却費 101,610
その他 8,674

その他の業務費用 91,340
支払利息 22,090
徴収不能引当金繰入額 1,779
その他 67,471

移転費用 847,311
補助金等 612,842
社会保障給付 232,321
他会計への繰出金 -
その他 2,148

経常収益 264,352
使用料及び手数料 196,106
その他 68,246

純経常行政コスト 1,146,065 ※

臨時損失 1,323
災害復旧事業費 153
資産除売却損 386
損失補償等引当金繰入額 624
その他 160

臨時利益 2,468
資産売却益 1,442
その他 1,026

純行政コスト 1,144,920

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目 金額

(2)　連結行政コスト計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 2,086,721 ※ 5,042,712 △ 2,988,910 32,920

純行政コスト（△） △ 1,144,920 △ 1,144,539 △ 381

財源 1,200,877 ※ 1,200,191 ※ 686

税収等 697,548 ※ 697,530 19

国県等補助金 503,328 ※ 502,662 667

本年度差額 55,957 55,652 305

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 △ 5

無償所管換等 2,147

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 -

その他 △ 94

本年度純資産変動額 58,005 26,509 ※ 31,191 305

本年度末純資産残高 2,144,726 5,069,220 △ 2,957,719 33,225

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(3)　連結純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支
5,428

125,940
-

131,368

前年度末歳計外現金残高 15,168
本年度歳計外現金増減額 463
本年度末歳計外現金残高 15,631
本年度末現金預金残高 146,999

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(4)　連結資金収支計算書
自　令和２年４月１日　
至　令和３年３月３１日

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

科目 金額

本年度資金収支額
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２ 注記（連結） 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………………………………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの……………再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………………再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの…………………取得原価 

取得原価が不明なもの…………………………再調達原価 

なお、連結対象団体においては、原則、取得原価としています。 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券…………………………該当ありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの…………………………会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの…………………………取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………出資金額 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として個別法による低価法 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

ただし、高速鉄道事業会計における車両については、定率法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

      イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

なお、モーターボート競走事業会計および下水道事業会計においては、リース物件の所有権が借主に移

転するもの以外のファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

行っています。 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

    主として期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

   履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に 

規定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担額をもとに計上しています。 
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④ 賞与等引当金 

   主として翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込 

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

   なお、現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。    

（９）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

  決算日と連結決算日との差異が 3 か月を超える連結対象団体（会計）である福岡地下街開発㈱につい 

ては、仮決算を行っています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

  該当ありません。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

   土地開発公社が保有していた全ての公有用地を処分し、金融機関からの借入金を返済したことに伴い令

和 3 年度をもって土地開発公社は解散となります。 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体(会計）名 確定債務額 
履行すべき額が確定していない損失補償債務等 

総額 
損失補償等引当金計上額 賃借対照表未計上額 

福岡県信用保証協会 — 87６百万円 6,368 百万円 7,244 百万円 

計 — 87６百万円 6,368 百万円 7,244 百万円 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

   １5 件  ５５百万円（会計年度末における訴訟金額） 
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５．追加情報 

（１）連結対象団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

② 地方独立行政法人は、全部連結の対象としています。 

③ 福岡市北九州高速道路公社は、財政健全化法施行規則第１２条第１号で定める「出資の割合又は設立 

団体間で協議の上定めた割合」により比例連結の対象としています。 

④ 第三セクター等は、出資割合が５０％を超える団体及び出資割合が２５％超５０％以下で、役員の派 

遣、財政支援等の実態や出資及び損失補償等の財政支援の状況を総合的に勘案し、業務運営に実質的に 

主導的な立場を確保していると認められる団体について、全部連結の対象としています。 

 

（２）出納整理期間 

地方自治法２３５条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、

出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合

福岡県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 24.4%

糟屋郡粕屋町外一市水利組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 23.9%

糟屋郡篠栗町外一市五町財産組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 14.3%

福岡地区水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 58.3%

北筑昇華苑組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 31.6%

福岡都市圏南部環境事業組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 25.1%

福岡都市圏広域行政事業組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 25.9%

福岡県自治振興組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.1%

福岡市土地開発公社 地方三公社 全部連結

福岡北九州高速道路公社 地方三公社 比例連結 37.2%

福岡市住宅供給公社 地方三公社 全部連結

福岡市立病院機構 地方独立行政法人 全部連結

福岡アジア都市研究所 第三セクター等 全部連結

福岡市文化芸術振興財団 第三セクター等 全部連結

福岡市社会福祉事業団 第三セクター等 全部連結

ふくおか環境財団 第三セクター等 全部連結

福岡コンベンションセンター 第三セクター等 全部連結

福岡市中小企業従業員福祉協会 第三セクター等 全部連結

福岡観光コンベンションビューロー 第三セクター等 全部連結

九州先端科学技術研究所 第三セクター等 全部連結

福岡市水産加工公社 第三セクター等 全部連結

福岡市緑のまちづくり協会 第三セクター等 全部連結

博多駅地区土地区画整理記念会館 第三セクター等 全部連結

福岡市スポーツ協会 第三セクター等 全部連結

福岡市施設整備公社 第三セクター等 全部連結

福岡市水道サービス公社 第三セクター等 全部連結

福岡市交通事業振興会 第三セクター等 全部連結

福岡市学校給食公社 第三セクター等 全部連結

博多海員会館 第三セクター等 全部連結

福岡市教育振興会 第三セクター等 全部連結

福岡よかトピア国際交流財団 第三セクター等 全部連結

福岡クリーンエナジー 第三セクター等 全部連結

博多港開発 第三セクター等 全部連結

博多港ふ頭 第三セクター等 全部連結

博多座 第三セクター等 全部連結

福岡ソフトリサーチパーク 第三セクター等 全部連結

福岡タワー 第三セクター等 全部連結

サンセルコビル管理 第三セクター等 全部連結

福岡地下街開発 第三セクター等 全部連結
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◆貸借対照表関連

＜固定資産＞ 

・事業用資産･･････公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産（例：庁

舎、学校、公民館、市営住宅、福祉施設など）

・インフラ資産･･････社会基盤となる資産（例：道路、橋、公園、上下水道施設など）

・物品･･････車両、物品、美術品など

・無形固定資産･･････ソフトウェアなど

・投資及び出資金･･････有価証券、出資金、出捐金など

・投資損失引当金･･････保有株式の実質価格が低下した場合に計上

・長期延滞債権･･････滞納繰越調定済みで収入未済のもの

・長期貸付金･･････地方自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金（流動資産に

区分されるもの以外）

・基金･･････流動資産に区分される以外の基金（減債基金、その他の基金）

・その他･･････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

・徴収不能引当金･･････長期延滞債権に対する将来の取立不能見込額（不納欠損額）を見

積もったもの

＜流動資産＞ 

・現金預金･･････手元現金や普通預金など

・未収金･･････基準日時点１年以内に調定し、収入未済のもの

・短期貸付金･･････償還期限が１年以内に到来する貸付金

・基金･･････財政調整基金、減債基金の一部

・棚卸資産･･････売却を目的として保有している資産

・その他･･････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

・減価償却･･････適正な期間損益計算を行うため、固定資産の価値が減少した分だけ帳簿

価額を減少させること

＜固定負債＞ 

・地方債･･････地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が1年超のもの

・長期未払金･･････確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

・退職手当引当金･･････期末自己都合要支給額

・損失補償等引当金･･････履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公

共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担

額をもとに計上

・その他･･････上記以外の固定負債

用語解説 
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＜流動負債＞ 

・1年内償還予定地方債･･････地方公共団体が発行した地方債のうち、1年以内に償還予定

のもの

・未払金･･････基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定し、

または合理的に見積もることができるもの

・未払費用･･････一定の契約に従い、継続して役務提供を受けている場合、基準日時点に

おいて既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えていないもの

・前受金･･････基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務の履

行を行っていないもの

・前受収益･･････一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点におい

て未だ提供していない役務に対して支払を受けたもの

・賞与等引当金･････基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚生費

・預り金･･････基準日時点における歳計外現金

・その他･･････上記以外の流動負債

◆行政コスト計算書関連

＜経常費用＞ 

・人件費･･････職員給与費、賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など

・物件費等･･････職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（消費的性質）、施設等の維持

修繕にかかる費用や減価償却費など

・その他の業務費用･･････支払利息、徴収不能引当金繰入額など

・移転費用･･････住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、他会計への繰出金など

＜経常収益＞ 

・使用料及び手数料･････財・サービスの対価として使用料・手数料の形態で徴収する金銭

・その他･･････預金利子など

＜臨時損失＞ 

・災害復旧事業費など

＜臨時利益＞ 

・土地の売却益など

◆純資産変動計算書関連

・前年度末純資産残高･･････前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）

・税収等･･･････地方税、地方交付税、地方譲与税など

・国庫等補助金･･･････国庫支出金及び都道府県支出金など

・資産評価差額･･･････有価証券等の評価差額

・無償所管換等･･･････無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など
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財政に関する資料 
●福岡市ホームページ https:/www.city.fukuoka.lg.jp
＊決算・財政状況については  市政全般→予算・決算・市債・寄付等

→「決算」あるいは「財政の概要」

＊予算については 市政全般→予算・決算・市債・寄付等→「予算」 

＊財政運営プランについては 市政全般→市政の運営、方針・プラン→計画・指針 

→行財政運営の取り組み→「財政運営プラン」

  財政についてのお問い合わせ 

●福岡市財政局財政部財政調整課
電  話：０９２－７１１－４１６６ 
Ｆ Ａ Ｘ：０９２－７３３－５５８６ 
ｅメール：zaisei.FB@city.fukuoka.lg.jp 
〒810-8620  福岡市中央区天神１－８－１ 
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